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１．計画策定の趣旨と位置づけ 

この計画は、紀の川市の子どもや子育てに関する、総合的な計画です。 

紀の川市では平成 27（2015）年 3 月に「紀の川市 子ども・子育て支援事業計画」（第１期計画）

を策定し、子どもや子育てについてのさまざまな支援策を進めてきました。その第１期計画が令和元

（2019）年度で計画期間を終えることから、支援策のいっそうの充実を目指して、新たにこの計画

を策定しました。 

紀の川市では今後も、少子高齢化が進むと考えられます。その中で子どもたちがすくすくと育ち、

子育て家庭の人たちが、子育てのたいへんさを自分たちだけで抱え込むことがないよう、地域で子ど

もや子育て家庭を支えるためのさまざまな取組を、この計画に基づき実施していきます。 

 

この計画は「子ども・子育て支援法」や「子どもの貧困対策法」に基づいた計画であるとともに、

児童虐待の防止策も含めた内容となっています。また、「紀の川市長期総合計画」をはじめ、関係する

紀の川市のさまざまな計画との整合を考えて策定しました。 

 

２．計画の基本理念 

この計画の基本理念を以下の通り定め、さまざまな取組を進めていきます。 

 

みんなが元気、みんなが笑顔、地域で支える子育て支援  
３．計画の期間 

この計画の期間は、令和２（2020）年度から令和６（2024）年度までの 5 年間です。 

ただし、計画の期間中であっても、必要に応じて適切な見直しを行うものとします。 

（年度） 

平成 30 

(2018) 

令和元 

(2019) 

令和２ 

(2020) 

令和３ 

(2021) 

令和４ 

(2022) 

令和５ 

(2023) 

令和６ 

(2024) 

令和７ 

(2025) 

令和８ 

(2026)                   第１期計画 

第２期紀の川市子ども・子育て支援事業計画 策定 

次期計画 策定 

「第２期 紀の川市 子ども・子育て支援事業計画」について  
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１．人口減少と少子高齢化 

 

紀の川市の将来の人口の推移（推

計）をみると、総人口は一貫して減

少を続け、令和９（2027）年には、

55,606 人となる見込みです。 

年齢別にみると、０～14 歳と 15

～64 歳の人口は減少を続ける一方、

65 歳以上の人口は、令和４（2022）

年までは増え続け、令和５（2023）

年以降、減少に転じる見込みです。 

少子高齢化が、今後も続くと考え

られます。    
２．アンケートの結果からみる課題 

この計画の策定にあたり、紀の川市内の０～5 歳児と小学生の児童（６～９歳）がいる家庭に、

アンケート調査を実施しました。その結果から見えてくる、主な課題を紹介します。                

○ 男女とも、働きながら子育てしやすい

環境（ワーク・ライフ・バランス）の

推進。 

紀の川市の現状と課題 

■紀の川市の将来人口（推計） 

資料／住民基本台帳の人口をもとに、コーホート変化率法で算出 

（2019 年は実数） 

7,018 6,904 6,751 6,587 6,386 6,203 6,042 5,829 5,630

35,473 34,791 34,067 33,383 32,813 32,057 31,393 30,833 30,197

19,893 19,970 20,012 20,015 19,932 19,997 19,945 19,839 19,779

62,384 61,665 60,830 59,985 59,131 58,257 57,380 56,501 55,606
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○ 公園など、子どもも親も安心して過ご

せる場所の整備。 

○ 交通安全対策のいっそうの推進。 

○ ニーズが高い０歳・１歳児保育の量の

確保。 

○ 教育・保育の質のいっそうの向上。 

○ ニーズが増加傾向にある放課後児童ク

ラブの量と質の向上。 

○ 育児や家事などへの、男性の参画の

促進。 

○ 児童虐待防止に向けた、要保護・要支

援児童などに対する支援のいっそうの

充実と、支える人材の確保・育成。 
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この計画は、３つの「基本的な視点」と６つの基本目標を以下の通り定め、さまざまな施策（取

組）を推進します。           （１）子どもの権利を最大限尊重します。 

（２）すべての子育て家庭が安心できる子育て支援策を推進します。 

（３）地域で子育てをあたたかく見守ります。 

基本的な 

視点 

基本目標  
支援を必要とする子どもや家庭への 

支援の充実 

（１）児童虐待対策の充実 

（２）ひとり親家庭や生活困窮家庭への 

支援の充実 

（３）発達の遅れや障がいのある子ども 

への支援の充実  

基本目標  
子どもと保護者の健やかな成長を 

支える保健・医療体制づくり 

（１）母子保健・医療体制の充実 

（２）子どもの健康な心とからだづくりの推進 
基本目標  

子どもの心身の健やかな成長を 

支える教育環境の整備 

（１）子どもの生きる力を養う教育の充実 

（２）信頼される学校づくりの推進  
基本目標  

家庭における子育て支援の充実 

（１）仕事と家庭の調和の実現に向けた 

支援の充実 

（２）子育て相談・情報提供体制の整備と 

仲間づくりの推進 

（３）子育て家庭への経済的支援 
基本目標  

子育て家庭にやさしい生活環境の整備 

（１）安全・安心で魅力ある生活環境の整備 

（２）子どもの安全対策と有害環境への対応 

基本目標  
地域における子育て支援の充実 

（１）子育て支援ネットワークづくり 

（２）地域における児童健全育成の取組

の推進  

この計画の基本的な視点、基本目標、施策の全体像 
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１．量の見込み 

各年度の教育・保育の量の見込みは、以下の通りです。 

 

■教育・保育の量の見込み＜１号＞ 

（年度） 

量の見込みと確保方策 単位 
令和２

（2020） 

令和３ 

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５ 

（2023） 

令和６ 

（2024） 

①量の見込み 人 160 152 146 142 137 

確保の 

内容 

保育所 人      

幼稚園 人 65 65 65 65 65 

認定こども園 人 142 142 142 142 142 

確認を受けない幼稚園 人      

認可外保育施設 人      

地域型保育事業 人      

②合計 人 207 207 207 207 207 

②－① 人 47 55 61 65 70    

【認定区分について】 

幼稚園や保育所、認定こども園を利用するには、認定を受ける必要があります。 

認定の区分は以下の通りです。 

認定

区分 
対象 受入れ施設 

１号 ３～５歳。幼児期の教育のみ。（保育の必要なし） 幼稚園、認定こども園 

２号 ３～５歳。親の就労などで保育の必要あり。 保育所、認定こども園 

３号 ０～２歳。親の就労などで保育の必要あり。 保育所、認定こども園、地域型保育事業 

 

教育・保育の量の⾒込みと確保⽅策  
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■教育・保育の量の見込み＜２号＞ 

（年度） 

量の見込みと確保方策 単位 
令和２

（2020） 

令和３ 

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５ 

（2023） 

令和６ 

（2024） 

①量の見込み 人 1,100 1,048 1,018 992 961 

確保の 

内容 

保育所 人 1,376 1,376 1,376 1,376 1,376 

幼稚園 人      

認定こども園 人 161 161 161 161 161 

確認を受けない幼稚園 人      

認可外保育施設 人 0 0 0 0 0 

地域型保育事業 人      

②合計 人 1,537 1,537 1,537 1,537 1,537 

②－① 人 437 489 519 545 576  
■教育・保育の量の見込み＜３号＞ 

（年度） 

量の見込みと確保方策 単位 
令和２

（2020） 

令和３ 

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５ 

（2023） 

令和６ 

（2024） 

①量の見込み 人 532 514 500 487 473 

確保の 

内容 

保育所 人 444 444 444 444 444 

幼稚園 人      

認定こども園 人 57 57 57 57 57 

確認を受けない幼稚園 人      

認可外保育施設 人 97 97 97 97 97 

地域型保育事業 人 40 40 40 40 40 

②合計 人 638 638 638 638 638 

②－① 人 106 124 138 151 165  
２．確保方策 

○３号認定において、例年０～１歳児のニーズが特に高いことから、保育士の配置により必要量の

確保に努めます 

○２号認定、３号認定において、保護者の復職などで年度途中の入所希望者が例年発生することか

ら、途中入所を見込んだ定員確保に努めます。 
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※地域子ども・子育て支援事業とは、市町村が地域の実情に応じ、「子ども・子育て支援事業計画」に従って実施する事業です。 

 

１．量の見込み 

各年度の地域子ども・子育て支援事業の量の見込みは、以下の通りです。 

 

■地域子ども・子育て支援事業の量の見込み 

 単位 
令和２

（2020） 

令和３ 

（2021） 

令和４

（2022） 

令和５ 

（2023） 

令和６ 

（2024） 

時間外保育事業 人 615 590 573 558 542 

放課後児童健全 

育成事業 

低学年 人 460 470 470 470 470 

高学年 人 105 120 120 120 120 

子育て短期支援事業 人日 28 28 28 28 28 

地域子育て支援拠点事業 人回 10,700 10,700 10,700 10,700 10,700 

一時預かり事業 
幼稚園 人日 3,877 3,760 3,647 3,538 3,432 

幼稚園以外 人日 210 210 210 210 210 

病児保育事業 人日 10 10 10 10 10 

ファミリー・サポート・センター事業 人日 560 556 552 548 544 

妊産婦健康診査事業 人 331 321 311 301 291 

乳児家庭全戸訪問事業 人 300 290 281 272 263 

養育支援訪問事業 人 57 59 61 63 65 

利用者支援事業 か所 1 1 1 1 1  
２．確保方策 

○それぞれの事業について十分な量を確保するため、施設の充実や運営方法の工夫、事業を支える

人材の確保、近隣市町との連携などに努めます。 

○研修などを通じて事業を支える人材の意識や能力の向上に努め、事業の質の向上を図ります。    
地域⼦ども・⼦育て⽀援事業の量の⾒込みと確保⽅策  
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この計画が着実に進められるよう、関係機関などと連携

しながら、総合的・効果的な計画の推進を図ります。国や

県との連携強化も進めていきます。 

また、定期的に計画の評価・検証を行い、子育てに関す

る環境やニーズの変化に応じて適宜、内容を見直します。      
第２期 紀の川市子ども・子育て支援事業計画 

【概要版】  
令和２（2020）年３月 

 

発行：紀の川市／編集：こども課 

〒649-6492 和歌山県紀の川市西大井 338番地 

TEL 0736-77-2511（代表） 

◎子どもを虐待から守るために 
【児童虐待相談先・通告先】 

児童相談所全国共通ダイヤル 

（24 時間対応） 
TEL １８９（いちはやく） 

和歌山県子ども・女性・障害者 

相談センター 
TEL ０７３－４４５－５３１１ 

紀の川市こども課 家庭児童相談室 TEL ０７３６－７９－３１０４  
※虐待を受けたと思われる児童を発見した場合、通告する義務がすべての国民に課せられていま

す。（「児童福祉法」第 25条、「児童虐待防止法」第６条） 

※しつけのための児童への体罰は、法律で禁止されています。（「児童虐待防止法」第 14条） 

計画の推進体制 

Ｐ 

Ａ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｐ（Plan＝計画）、Ｄ（Do=実行）、Ｃ（Check=検証）、Ａ（Action=

見直し）を繰り返すＰＤＣＡサイクルにより、計画の評価・検証

と有効な見直しを行います。 

 

紀の川市子育て世代包括支援センター 

はぐくみサポート紀の川 

助産師または保健師が、妊娠、出産、子育てに関する

ご相談に応じます。 

TEL 0736－79－3106 


